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都市計画運用指針改正案（新旧対照表）

（Ⅳ－２－１． Ｄ． ９ 都市再生特別地区）

改 正 案 現 行

Ｄ．地域地区（法第八条関連） Ｄ．地域地区（法第八条関連）

９．都市再生特別地区 ９．都市再生特別地区

（１）略 （１）略

（２）基本的な考え方 （２）基本的な考え方

都市再生特別地区は、都市再生緊急整備地 都市再生特別地区は、都市再生緊急整備地

域ごとに定められた地域整備方針の内容に沿 域ごとに定められた地域整備方針の内容に沿

った事業を実現するため、当該地域整備方針 った事業を実現するため、当該地域整備方針

に即した都市再生特別地区に関する計画提案 に即した都市再生特別地区に関する計画提案

が民間事業者から行われた場合には、民間事 が民間事業者から行われた場合には、民間事

業者の創意工夫に基づく計画提案を踏まえ 業者の創意工夫に基づく計画提案を踏まえて、

て、適切に定めることが望ましい。こうした 適切に定めることが望ましい。

民間事業者の創意工夫に基づく計画提案を促

す観点から、運用の基本的な方針や評価の対

象となる取組の具体の対象やその考え方等に

ついて、あらかじめ都市計画決定権者により

明示されていることが望ましい。

また、都市再生特別地区では、地域整備方 また、都市再生特別地区では、地域整備方

針で示された方向に沿って土地の合理的かつ 針で示された方向に沿って土地の合理的かつ

健全な高度利用を図ることが求められること 健全な高度利用を図ることが求められること

から、容積率及び高さの最高限度、壁面の位 から、容積率及び高さの最高限度、壁面の位

置の制限等について、高度利用地区、特定街 置の制限等について、高度利用地区、特定街

区等の容積率の特例制度において行われてい 区等の容積率の特例制度において行われてい

るような有効空地の確保や導入施設の内容等 るような有効空地の確保や導入施設の内容等

個別項目ごとに一定の条件を満たせば一定の 個別項目ごとに一定の条件を満たせば一定の

容積率等の緩和を認めるといった積み上げ型 容積率等の緩和を認めるといった積み上げ型

の運用ではなく、都市の魅力や国際競争力を の運用ではなく、都市の魅力や国際競争力を

高める等、当該都市開発事業が持つ都市再生 高める等、当該都市開発事業が持つ都市再生

の効果等に着目した柔軟な考え方の下に定め の効果等に着目した柔軟な考え方の下に定め

ることが望ましい。その際、当該都市開発事 ることが望ましい。

業とあわせて当該都市再生特別地区の区域外

の土地の区域において幅広い環境貢献の取組

（緑地の保全・創出、歴史的建造物等の保存

・活用、親水空間の整備、必要な都市機能の

整備・管理等の都市全体からみた都市の魅力
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の向上等に資する取組）を民間事業者が行う

場合にあっては、これを積極的に評価するこ

とも考えられる。

なお、これらを定めるに当たっては、交通 なお、これらを定めるに当たっては、交通

施設及び供給処理施設の容量や周辺地域に対 施設及び供給処理施設の容量や周辺地域に対

する環境上の影響等を検討し、当該機能に著 する環境上の影響等を検討し、当該機能に著

しく支障を来すことがないことを確認するべ しく支障を来すことがないことを確認するべ

きである。 きである。

（３）配慮すべき事項 （３）配慮すべき事項

①～④ 略 ①～④ 略

⑤ 運用の基本的な方針や評価の対象となる

取組の具体の対象やその考え方等を明示した

場合においても、都市の魅力の向上等に資す

ることが見込まれるその他の民間事業者の創

意工夫について、幅広い提案内容を積極的に

検討すべきである。

⑥ 幅広い環境貢献の取組の評価に当たって

は、環境貢献が同一都市計画区域内における

ものであるなど都市計画決定権者が的確に対

応することが可能な範囲のものであること、

また、当該環境貢献の効果は、短期的なもの

ではなく、都市再生特別地区の活用により特

別の容積率等が定められた建築物の存続予定

期間等を考慮して、協定の締結等により一定

期間以上継続的に維持され得ると認められる

ものであることに留意が必要である。その際、

地区外の環境貢献については当該貢献の効果

の継続性に資するような都市計画（特別緑地

保全地区、伝統的建造物群保存地区等）を併

せて定めることが望ましい。

（４）略 （４）略


